
デジタル田園都市国家構想交付金事業の効果検証について 

 

 内閣府から交付を受けて、令和６年度に事業に取り組んだデジタル田園都市国家構

想交付金事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況は以下のとおりです。 

 

１ ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況について 

デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）事業 

（単位：円） 

年度 交付金実績額 
KPI 

設定数 

KPI 

達成数 

KPI 

未達成数 

KPI 

未確定数 

令和４年度採択分 116,593,611 12 ６ ３ ３ 

令和５年度採択分 71,863,688 22 11 ９ ２ 

令和６年度採択分 130,641,758 12 ３ ６ ３ 

合計 319,099,057 46 20 18 ８ 

 

※詳細は、参考資料２のとおり。 

 

２ デジタル田園都市国家構想交付金事業の主な効果 

（１）【事業１】共生社会の実現による持続可能な魅力あふれる地域づくり事業 

「美し国みえ 移住相談センター」を中心としたきめ細かな相談対応、全国

フェアへの出展や他県と連携した移住プロモーション、ＨＰ等での情報発信を

行うとともに、移住希望者と県内の地域の人たちが継続的につながる仕組みで

ある「日々三重」の取組を市町や地域のキーパーソンとなる方々と連携して進

めた結果、県及び市町の施策を利用した県外からの移住者数が目標の 40 人を

上回る 89人でした。 

 

（２）【事業２】消費拡大と気候変動に対応したみえの農林水産推進事業 

安定的な水産物の生産・供給を可能にし、効率的かつ持続的に発展できる強

靭な養殖業を実現するため、真珠養殖では、高水温耐性種苗の実証試験を、魚

類養殖では、免疫機能を高める飼料の改良等を実施し、高水温化等の気候変動

への適応を図った結果、海面養殖業収穫量の増加率が目標の４％を上回る８％

でした。 

 

（３）【事業７】地域一体型スタートアップ支援事業 

革新的な技術・サービス等を活用して新事業展開をめざす国内スタートアッ

プと県内企業のマッチングを行い、事業共創による新たな事業展開を促進した

結果、三重県における新規事業創出数が目標の 6件を上回る 7件でした。 

資料３ 



（４）【事業１０】戦略的なプロモーションによる三重の魅力発信 

観光、食、県産工芸品や移住など、あらゆる場面において「選ばれる三重・

多くの人々をひきつける三重」の実現をめざして、「美し国みえ」を統一キャッ

チフレーズとして、「三重県」全体の認知度を高める効果的なプロモーションに

取り組んだ結果、首都圏・関西圏における観光旅行先としての三重県への訪問

意向および三重県産品の購入意向の割合が目標の 2.4％を上回る 3.9％の増加

でした。 

 

３ デジタル田園都市国家構想交付金事業の主な課題 

（１）【事業４】県南部地域の課題解決に向けた人口減少対策事業 

南部地域の若者の定住率における本県推計からの改善値を 1.87％としたと

ころ、働く場が少ないこと、南部地域で暮らすこと・働くことの魅力が十分に

若者に伝わっていないこと等をはじめとした様々な要因により、若者の定住率

の減少に歯止めがかからなかったことから、改善値は 0.2％にとどまりました。

なお、本事業によって、南部地域に興味を持つ人は着実に増えており、関係人

口の創出は着実に行われていることから、引き続き、地域の担い手の横の連携

強化やその取組が継続できる仕組みづくりを進めるとともに、若者が実際に地

域を訪れる機会を提供しながら、南部地域の魅力を伝え、若者に継続的に地域

に興味を持ってもらえるよう取組を進めます。 

 

（２）【事業８】プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 

企業訪問等によりニーズの掘り起しを行ったものの、企業における人手不足

が深刻な中、プロフェッショナル人材ではなく、喫緊の対応として現場の労働

力を求める企業が多かったことなどから、プロフェッショナル人材戦略拠点と

企業とのマッチング（成約）件数が目標の 80件を下回る 76件の実績となりま

した。次年度以降の目標達成に向けて、引き続き、企業訪問等によるプロフェ

ッショナル人材活用のメリットを発信するとともに、信用金庫等と連携を強化

し、企業の隠れたニーズ把握に努めます。 

 

（３）【事業１１】持続可能な農林水産業の振興 

三重県フェアの開催（７か所）等により、県産農畜産物のプロモーションに

取り組んだものの、農畜産物の取引に興味のある事業者へのＰＲが不足してい

たことなどから、県産農畜産物の新たな取引件数が目標の 15件を下回る 10件

の実績となりました。次年度以降の目標達成に向けて、事業者へ提供する情報

を工夫し、農畜産物への関心を集めやすくするほか、集客効果や発信力が高い

イベントに出展し、県産食材のＰＲに努めます。 

 

４ 今後の取組方向について 

  三重県地方創生検証会議等での効果検証の結果を踏まえて、今後の第２世代交

付金（旧 デジタル田園都市国家構想交付金）事業の実施に生かしていきます。 


